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岡 田 知 弘
は じ め に
四日市公害訴訟判決から,4半 世紀が経過した。石油化学コンビナー トによ


















た のは,1930年代か らで あるD。四 日市市 の工場誘致 は,全 国的にみて も早い
時期 に開始 されてお り,「工場誘致」 の経 済的,歴 史的含意 を知 る うえで格 好
の素材 を提 供 している とい える。第二 に,公 有水面埋立方式の臨海工業地帯は,
その特 有の開発 方式 によって,用 地取得段 階において も,漁 業や農業 とい った
既 存産業,開 発予定地 に生活す る住民 との利害対立 を生み出 した。それは,戦
前 の四 日市 の場合,塩 浜旭地区(戦 後の第一 コンビナー ト地区)で の土地争議,
四]市 市合併反対運動 とい う形で鋭 く発現 した。本稿では,工 業用地取得段 階
におけ る矛 盾の存在形態 とその 「解決」 形態 に着 目してみたい。第三に,操 業
段階 にお ける問題 として,当 時すで に誘致工場 による水質汚染 とい う初期公害
が発生 していた こζ,さ らにその公害 に対す るあ る種 の 「解決」形態が存在 し
た ことも,確 認 で きる。戦前期 において公害対応 への歴史 的経験が存在 してい
た ことは,戦 後の四 日市公害 にお ける公害反対運動や行政 ・企業 による問題解
決のあ り方を評価す る うえで,重 要な意味を もつ もの と考 えられ る.最 後に,
この点につ いて も言及 してみたい。
本稿 では,臨 海工業地帯の形成か ら公害発生 にいた る一一連 の過程を,前 編 に
引 き続 き物 質代謝.論と社会資本論 を媒介 に した都市形成論の視点か ら把 握 ・再
構成 してい く。 ここでい う物質代謝 とは,産 業資本が 商品生産 に必要な労働手
段 や補助手段 そ して労働力 を購 入 して,生 産 を行い,生 産物 と廃棄物を生み出
す 素材 的代謝過程 を指 してい る。 この時期の重化学工.業を中心 とす る工場立地
は,大 区画 の土地,大 量の水,原 材料搬 入 ・製品搬出用の港湾 ・鉄道 ・道路 と
い った社会 的労働 手段 や男子労働力 を必要 とし,そ の ような物 質代 謝の特性 に




2〕このような視点は,拙著 田 本資本主義と農村開発」法律文化社,1989年,および拙稿 「重化






四 日市市 の財界 人の間で,「工場 誘致」 とい うことばが初 めて口にされ るの
は,お そ ら く1916(大正5)年 頃 と考 え られ る。四 日市で は,永 年の懸 案で
あ った四 日.南港修築.L事が,1910(明治43)年か ら三重 県単独事業 と して開始
され,後 に国庫補助 巻受 けるなかで,1917年には第一号埋立地が完成の予定 で
あ った。 この四 日市港 と埋 立地 の活用 を図 るため に四 日市財界 人が設立 した
「四 日市築港利用.会」 の協議 事項 に,「工場誘致」 とい うこ とばが.登場 す るの
であ る%
この時,工 場誘致が議論 されたのは,直 接 には,第 一号埋立地 の売却 を図 る
ためであ った。 もともと三重県の四日市修築事業計画では,当 初 か ら埋立地の
売却 を借入金償還の財 源にあてこんでい た うえ,受 益地 として多額 の寄付金を
強い られた四 日市市 に とって も築港完成後の財 源確 保が必 要で あっだ 〕。
このため,三 重県知事(長 野幹)は,港 湾施設 の整備や埋立地の利用方法 を
検討するために,四 目市港設備調査委員会を1917年4月に設損す る。同委員 に
は,伊 藤伝七 ・十世(東 洋紡績創 立者),九 鬼 紋七 ・人世(四 口市 商業会議所
会頭〉,稲葉 甲太郎(海 運会社 代表)な どが依 嘱された。同委員会で は,四 口
市港の利用価値 を高め るために,県 費負担で の臨港鉄道の敷設 と,県 営上屋施
設の建 設を提案 した。県議会では,他 地域選 出議員か ら四 日市 を厚遇 しす ぎる
との反対意 見 も出たが,結 局可決をみ る㌔
また,四 日市市 も,県 の委 員会設置 に先立つ1916(大正5)年11月 に,「四
日市市是調査委員会」 を設置 した。同委員 会の目的 は,設 置規 程 とは 「本市現































6)「 四B市 市是調査委員会規程」(r大正5年 市 会会議 録1,『市 史A』361ペー ジ所収)。
7)伊 藤伝七や九鬼紋七 らの地域名望家資本が中核 とな り域 内資 本を結集 して設 、Zした銀行,電 力
会社,鉄 道会杜 などを,こ こでは く地域共 同会社〉 と呼 んでい る。(地域 共同会社〉 が,四 日市




ると,彼 らは,一 方で四 日市築港利用会を結成 して港湾 関連資本の要求を まと
めなが ら,他 方で は.市の四 日市市是調査委 員会や県 の四 日市港設備調査委員会
の委員 として,そ の利害代表者 と して振 る舞 ったのである。 この結果,県 の埋
立地払下方針 は,「同地 は純然 た る倉庫 地帯 た ら しむべ く,之 が払 下は第一倉
庫業者第「海運 業者 第一1輪 業者並 に之 に関係を有する営業 を為す ものに限 り
て,競 争又は随意契約 にて之 を売却す ること」8】と定め られた。実際 に,第 一号
埋立地の払下げを受 けたのは,東 洋紡績,四H市 倉庫,内 外 倉庫運輸,肥 料組
合であ った9〕。四 日市肥料組 合の リー ダー は九鬼紋 七で あ り,内 外倉 庫運輸 を
設立 した人物が桑名の名望家であ る諸戸精 六で あるこ とを考慮す ると,埋 立地
払下げの利益 を享受 したの は,彼 ら名望家資.本グループであ った とい える。ま
た,県 営事業 として実現 した臨港鉄道 は,か ねてか ら四 日市倉庫が行政 に要求
していた ものであ り,「この臨港 線の利用 は,四 日市倉庫 のその後の営業上,
大 きな便益を与え るもの となってい った」1%
もっとも,以 上のよ うな,三 重県や四 日前.市の 「公 共事業」 と私的資本の利
害 の絡み合 いだけか ら,「...L場誘致」 論の台頭 を説 明す る ことは困難であ る。
問題 は,何 故,港 湾埋 立地が,地 域 内資本の蓄積の場 としてで はな く地域外資
本 を 「誘致」す る場 として活川 され よ うとしたか にあ る。 この点 を解 明す るた
めには,視 野 を空 聞的 にも時間的に も'拡大す る必要があ る。
第一に,ユ9.10年代 に入 ってか ら,伊 勢 湾内における四 日市 港の独 占的地位が,
名古 屋港 の台頭 によ り崩 され て きてい た点 に注 目した い。 名古 屋港 は,1896
(明治29)年か ら第...一期築港工事 を開始 して1910年度に竣工,さ らにその後 も
第二期築港工 事 を続 行 し,四 日市港 を激 し く追 い上げ ていた。 名古屋港 は,
1914(大止3)年 には輸 出額で,.1921年に1よ総輸 出人額で,そ して1923年には
8)1917年12月230県会での,長 野知事の説明。前掲 『四日市港 史』137ペー ジ。
9〕 同上 書,140ペー ジおよび順村 一世 「物 流は果て しなく 四 日市倉庫 の歩み 』 四 日市 倉




輸.入額で四 日市港 を凌駕 して しまうのである。四 日市港 の貿易構造 は,著 しく
輸入 に偏 った構造 を有 していた。輸入額が ピークに達 した1920年をとると,輸
入額7334万円 に対 し,輸 出額 はわずか234万円に過 ぎない。 しか も,輸 入額 の
92%は綿花で あった。四 日市港に輸入された綿花 の多 くは,名 古屋 を中心 とす
る尾 張地方 の綿織物工場に転送され,そ こで加工 されて,名 古屋港 か ら輸 出さ
れ るとい う構造が形成されてお り,四 日市周辺の綿紡績業は大量 の輸 入綿花 を
加工 輸出す る能力 に欠 けていたので あるL%つ ま り,後 背地 に,東 洋紡績 の工
場 のほか には,肥 料,製 油,万 古焼 などの地場産業 しか存在 しない四 日市港が,
「大 名古屋」 を後背地 に もつ名古屋 港に伍 してい くには,域 内資本だけでは不
十分 であ った とい える。
第二に,こ の域内資本の資本蓄積 自体 が大 きな転換点 を迎えていた.四 日市
では1886年に伊藤伝七が三重紡績を創 立 したのをきっか けに,1890年代 にか け
て名望家が共 同出資 して く地域 共同会社〉(関.西鉄道,四 日市 電灯,四 日市銀
行,四 日.市倉庫な ど)を 連 続的に設立 し,空 前の企業勃興 ブームを迎 える。そ
の後 の四 日前における資本蓄積を リー ドしたのは,こ れ ら三重紡績 と 〈地域共
同会社〉群であ った。 しか し,資 本蓄積の拡大は,資 本の活動拠点 をいつ まで
も 「域内」に とどめてお くことを許 さなか った1Zl。
とりわ け,四 日市最大 の企業であ った三重紡績 は,伊 勢 ・尾張地方の綿紡績
資本 を加速度的に集中 し,1914(大正3)年 には大阪紡績 と合併 して,東 洋紡
績 とい うナ シ ョナル規模 の企業へ と成長を遂 げる、東洋紡績の本社 は,当 初 は
四 日市に置かれた ものの,1920年には大阪市 の堂 島へ と移転 して しまい,四EI
市は東洋紡績 の単 なる分工場所在地のひ とつ に成 り下が って しまうことになる。
個別資本の集積が,一 地域の枠 を超えて拡大 し,独 占体 に転 化す る過程で,そ
の地域 への帰属性 を失い,本 社 機能を当時 の紡績業界の中枢 であ った大阪へ移
11)四 日市市役所 「四 日市市史11961年,第2章第5節 お よび四 目市港管理組合 「四日前港のあゆ
み」1987年,126-133ペー ジによる。




共同会社〉で も進行 していた。関西鉄道会社 については,す でに1907(明治
40)年に国有化され,四 日市の本社は廃止 されていたし,四 日市電灯 も,1914
年には北勢電力へ と拡張.発展 していたが,1922(大正1ユ)年には名古屋に本社














業会議所の勧業の取 り組みを強め,四 日市市の 「実力充実」を図ろうという意
図が うかがわれる。
とはいえ,19ユ0年代 においては,具体的な工場誘致の動きは見られなかった。
13)東洋紡績株式 会社 「東洋紡績七〇年史11953年,143ページ参照、なお,東 洋紡績本社の 大阪
移転 とともに,四 目Il川∫政界において,明 治以来 の伊藤伝 七な どによる名望家支配に対 し反 発が
おこ り,四 日市 市是調査委員会か ら 「市内の財 閥」 の排除 が行われた(1922年),これ は,独 占
成 立期 の緯済過程での地域経済構造 の再編 が地域政 治過禾旱に反映 した もの ととらえ られよ う。詳
しくは,同 上,拙 稿参照。
14)東邦 電力史編纂委員 会 「東邦電力史」東邦 電力 史刊行会,1962年,91-92ページ。
15〕前掲 『四日.市港史g173ペー ジ。
■128(708)第158巻 第6号
図.1]928年ご ろ の 四 日市港
海 蔵 川
洪 盤 は】910丁以前 の埋立地














(資料)四 日市 市 『四 目市有 史」1961年,1272ペー ジ よ り。
四日市臨海工業地帯の誕生(709)129
何 よ りも,市 当局側 にも,四 日市財界側 に も,工 場誘致運動を行 う主体 が存在
しなか ったか らであ る。 しか し,の ちの四 口市臨海L業 地帯の文字通 りの基盤
となる埋 立地 は,県 営事業 として,第 一号埋立地(1917年,末広 町 と命名),
第二号埋立地(19254F,千歳町 と命 名),第 三号埋立地(1928年,後の石原町)
とい うように順次整備され,工 場誘致 の物的条件 は整 ってい った。 さらに.重
要なのは,図1で 示 した県営埋立地 に挟 まれた塩浜村旭地 区で,大 規模 な埋立
て計画が急浮上 したこ とで ある。 この地 は,後 に海軍燃料廠が立地,戦 後 は昭
和四 日市石油に払 下げ られ,四 日市公害 の発生源 とな る場所で ある。
II浅野資本の進出構想と土地問題
1926(大正15)年,塩 浜旭地 区で の公有水面及 びその背後にある水 田 ・養魚
池の埋立計画が,突 如表面化 した。埋立事業 を計 画したのは,浅 野総一郎が率
い る東京湾埋立会社 であ る。「浅 野財 閥」の特 徴の ひ とつ は,埋 立事業 を重視
していた ことにあ り,鶴 見 ・川崎地区の埋 立て事業 をは じめ,尼 崎築港,小 倉
築港 などの会社 を創設 し,当 該地域での公有水面埋 立 と工場用地の造 成,さ ら
にその土地で の系列工場の創設を行 い,民 営 による地域開発 事業を積 極的に展
開 していた1%東 京湾埋立 会社 の四 口市進 出のね らいは,ひ とつ には,同 一資
本グループ内 の浅野セ メン トが藤原岳で採取 した石灰岩 を,川 島村.(現四 日市
市川 島地 区)の 新設工場に運び,製 品を塩浜旭地区で築造す る専用岸壁か ら積
み 出す ことにあ った。 このため,埋 立事業 と並行 して,関 ヶ原 を起点 に して,
藤原岳山麓を経由 し,四 日市市 および川 島工場,塩 浜 を結ぶ鉄道建設計画(後
の三岐鉄道)を も立てていた罵。
東京湾埋立会社 のいま一つ のね らい は,公 営 の築港事業が完成す るのに とも







































































































ない,港 湾周辺 に埋 立地を造成 し,そ の売却 による開発利益 を獲得す るところ
にあった と考え られ るq
事 実,1927(昭和2)年6月 に,同 社 が三重県に申請 した計画では,図2の
ように,四 日.前港 をはさみ,南 北4地 区の埋立 が.予定 され てお り,そ の工事計
画書 には 「本計画 ハ……(略)・ ・…・現四 日市 港 ト相呼応 シ,此 処二海陸連絡 ノ
至便 ナル一大工業地 ヲ建設 シ以 ッテ柳当地方 二於 ケル産業 ノ発 達二資 スル処 ア
ラン トスルモ ノナ リ.。而 シテ塩浜地先埋 立二付 テハ其背後 ノ民有水 田及養魚池
ヲ買収 シ公有水面埋立 ト相連続 シテ埋立 ヲ為 ス計 画」であ ると記 されている1%
ここで注 目され るのは,浅 野資本が単独で四 日市進 出をすす めたわ けではな
く,地 元四 日市 において,浅 野の招致を積極的に働 きかける動 きが存在 した こ
とであ る。 これは,後 に三岐鉄道の社長 とな る月比義太郎が残 した メモ によっ
て確認で きる。それによる と,日 比 は,1926ア 月22日に,東 京湾埋立会社 の
関毅技師長 を四 日市 に招 き,戸 野市長 ともども浅野の進出を懇請 してい る。 こ
〔熊1
の時,日 比 は,「一,目 下四 日市 ノ築港 ハ仏 ケ造 ッテ眼.入レズ ノ状体 ニ ァリ,
誰 力若 シ眼 ヲ入 レ得 ル事業家 ノ天来 ヲ待チ ツツア リ,二,今 や経済界不景気 ノ
ドン底ニ アル ヲ以 テ今 日四 日市築港工事二着手 スル事 業家 ハ利益多 ク損失 ノ寡
(旭)
ナキ事,三,朝 日地 区地主九鬼諸戸両人中九鬼ハ 〕下財政整理 中ニテ此 ノ土地
買 〆ルノ好 時機 ナル事,四,既 二県 ノ事業 トシテニ百 二十余万 円ヲ投 ジ防波堤
〔饅}
出来上 リ居 り今着手 スル事業家ハ只単二慢頭 ノ 「ア ン」 ヲネブ リニ来 ル様ナモ
ノナ リ」 の四点 を熱心 に説明 し,関 は 「私が帰エ ッチ浅野 二話 シタラ必ズ視 察
二来 ルナ ラン」 と返答 した とい う。 日比は,関 を送った足で,九 鬼紋七 を訪 問
〔旭}
し,事 の次第 を説 明 した うえで,「九鬼諸 戸ハ正二浅 の二朝 日新 円 ヲ売 ルベキ
時期 ナル事 ヲ話」 した ところ,九 鬼は,「是非浅 の ガ事 業 ヲスル様 二尽力 シテ
呉 レ是 非々々頼 ム」 と返事 してい る。7月3ユ日には,浅 野総一郎夫妻や浅野 同
族会社支配.入,浅野 セメ ン ト支配人,東 京湾埋立会社役 員の 一行が四 日市を訪




市長外 市有志二,三 人此 レヲ纏 ムベキ ヲ語」 っている。 さらに,こ の 日のメモ
の最後 には,「浅野総一郎 氏計画 ノ四 日市築港埋立 会社 め件 二関 シ其進捗 ヲ計
〔.兵..脱力〕
ル為 メニ戸野市 長,鳥 海善 衛,日 比 義太郎 ノ三名 ヒ京 運動 ヲスル事 トナ レ
リ」 と記 されてお り,戸 野周二郎市長 自らが 市議会有力者の鳥飼 と共に積極 的
に動いてい る様子がわかるL%
戸野市長は,築 港埋立 会社 の設立 に加 えて,こ の浅野の埋立事業 を念頭 にお
いた市域の拡張 と計 画的都市づ くりを進め る。まず,1928(昭和3)年9月 に
は,従 来か ら構想 していた大四 日市計画20〕の…環 と して,塩 浜村 を含む隣接5
村 を加 えた四 日市都市計画 区域 の決定 をみ る呂D。さらに,翌 年 には,塩 浜村 お
よび海蔵村 との.合併が具体化す る。1929(昭和4)年4月 に,四 日.市 長 と塩
浜村長が 内務大 臣 に提 出 した併合 内申書に は,合 併 の理 由と して,「塩 浜村ハ
本市 ト接壌 シ特二四 日市港 ヲ拠 ス,随 テ該湾 ノ利用 ヒヨリ考察.スルモ,両 者八
一団体 ヲ成 スベキ必然 的運命 ヲ有 ス,・…・・(略)… …,又 現時伊勢電気鉄道ハ
県下北部 ヨリ来 り本市 ト同村 トヲ経 由 シテ南 方二至 レルヲ以 テ,是 又 両者 ヲ結
ビ常 二其交通 ヲ増進 シ旺岐鉄道ハ.近ク本市 ヲ経 テ同村北東海岸二沿 ヒ村 内旭埋
立地 二連 セシメ,附 帯事業 トシテ同海面一...一千坪 ヲ埋立 テ之二倉庫 ノ建設,繋 船
場 ノ築造 ヲ為 スノ計画 アリ,外 二同地 二八襲 二主務官庁 ノ許可 ヲ得 タル東京湾
埋立会社 ノ企 画;係 ル同村南方海上八万一千余坪 トニ万 一千余坪 トノ埋立事業
ア リテ,一 層近迩セ シムル ノミナラズ極 メテ広 潤 ナル新 開地 ノ出現 卜,之 二伴
フ大規模 ノ新企業 が勃興 スベキハ明 白ナル帰結 ニ シテ,該 地方 ハ遂 二工業地帯
ト化 スルベ シ,而 シテ斯 ル気運 二在 ル同村 ハ是等 ノ場 合二善処 スルノ準備 トシ
テモ,今 二於 テ本市 ト合同 シテ他 日ノ計 ヲ樹 ッル ノ必 要 ヲ痛感 シツツアルナ
リ」 と述べ られ22},浅野 の埋立 および工業 地帯 開発構想 が合併促 進の大 きな要










因 となってい ることが わか る。
工業地帯の形成 に とっては,そ のための土地取得が先決条件 となる。 だが,
この土地取得は,公 有水 面埋立 の場合 と異な り,既 に土地所有一利用 関係が取
り結ばれてい る⊥ 地の場合,様 々な障害 に当面す る。 この時期 の大 都市や新興
工業都市周辺 の農村 において,工 場立地 などの都市的⊥地利用 の拡大 によって,
従来の地主一 小作 関係 による土地問題 と.並んで 「都市 的土地所有 ・利用 と農村
的土地所有 ・利 用 との対 立」 とい う新 たな土 地問題 を生み出 し,「土地問題 の
二重化 」が進行 していた ことは,す で に筆者が 明 らか に して きた ところであ
る凋。本稿の対象であ る塩浜旭地区 においても,既 存地域 の水 田,養 魚池 の大
規模埋 立計 画用地 をめ ぐり,「小作 争議 な ど悪 い傾 向が少 しもない と当局が常
に推称 してみる区」鋤で,農 民の激 しい抵抗 が,引 き起 こ.され るのであ る。
前述 したrkうに,浅 野の開発構想で は,公 有水面埋立予定地の背後 にある四.
日市 と桑名 の大地主であ る九鬼紋七家 と諸戸精文家 との共同所有地の買収 ・埋
立が予定 されていた。 日比義太郎や戸野周二郎市長の浅野への説 明において も,
同地が九鬼 ・諸戸 両家 の共 同所有地であ ることか ら,地 権 者が少 な く売却が容
易であ るとい うことが,強 調 されてい る。 しか し,買 収対 象 となる⊥地 には,
約250年前に新 田小作人 として 「不 毛の地 を開墾 し」 た農民 の子孫,約90戸,
400余名の住民が生活 を して お り,両 地主 による土地売却 は即彼 らの生活問題
に直結す るもので あ っだ ㌔
新 聞報 道によれ ば,農 民 たちの最初の要求は,「立 ち退 き料」=「 小作離料」
の割増 しで あった。つ ま り,「塩浜村旭 区の地 主であ る諸戸,九 鬼 の両 家が二
百五十万 円で浅野氏 に南旭区全部及北旭区の一部を売却す る契約 をなしなが ら,
其の結果 として立 ち退か なければな らぬ区民 九十戸 に対 し,四 日市市か ら出す






は一戸僅 に二千六百円程 しか貰 えぬか ら,先 祖か ら為 し来 った生業 を捨 て他 に
放浪転業す る代償 としては余 りに少いか ら,少 なくとも一戸 当 り四千 四百 円余,
合計四十万円位は出 して貰 ひた度 い」 とい うものであ る。両 地主が農民 の要求
に応 じなか ったため,四 日市署長が調停 に入 った り,三 重県知事が収拾 に乗 り
出 した ものの,箏:態は好転せず,塩 浜土地争議 は,一 方で は法廷 闘争,他 方で
は合併反対運動 へ と展 開 してい く。
まず,小 作 人側 は1927(昭和2)年11月 に永小作権確認訴訟 を起 こす。条件
闘争か ら根本的な土 地利 用権 の確認闘争へ と発展させたわ けで ある。 これ に対
し,地 主側 も応戦 し,1929年4月には小作料請求訴訟及び土地返還請求訴訟を
提起 した。 また,ユ931年か らは小作調停法 に基づ く調停 申立 も両者 によって活
用 され,1938年まで問題の解決 をみ ることはなか った。農林省 の調査 によれば,
1934年時点で の双方 の意 向 と しては,「小作人ハ永小作権 ヲ保留 シテ他 ノ条件
(引越料 ・作離料)ニ ヨ リ妥協 ノ意志 アルモ地主側ハ賃貸借確認 ノ勝訴 ヲ見越
シテ之二応 ゼズ,目 下調停 ニチハ解決 ノ見込立 タズ」 と報告 されてい る絢。
1929年に,四 日市市 と塩浜村 とり合併案 が公 にされ るや,旭 区.住民は,合 併
反対 運動 に も着手す る。同年8月 段 階では,塩 浜村 を構成す る5区 の うち旭 区
のみが 合併 に反対であ り,他 の地区は全部合併賛成であ った といわ れ る。 しか
し,旭 区住民 は 「浅野問題」 を理 由に合併 に反対 し,前 村長伊藤佐栄吉 をは じ
め200人余でr重 県庁 へ陳情 した り,石 樽村長 の排斥 を求めて児童の同盟休校
戦術 に訴 える。 この年の9月 には 「暴力事件」 を起 こした とい うことで塩浜村
民200人近 くが検挙 され るまでに,事 態 は深刻 化 した2ア♪。
塩浜合併延期の声がで るなかで,四 日市市 は同年9月 「塩浜村併 合 ノ緊急 ヲ
要スル事 由二村稟 申」を行 う。 この事 由書の なかで,四 日市市 は,四 日市港の
「国家的価値」 を強調 した うえで,塩 浜村が 「斯 ル有 要ナル港湾 ノー半 ヲ擁拠
26)以上は,農 林省農務局 『小作地返還二 関スル争議事 例」 〔農 地制度資料 集成編纂委 員会 『農地
制度資料集成∫ 補巻二,御 茶 の水書房,1973年,所収:〕による。
2の 『大阪朝 日新 聞上 匡重版,1929年8月21日付,「同志」9月8日 付,「伊勢新聞1s月28日付に
よる(い ずれ も 「市 史A」5呂7-592ベージ所収)。
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スル地勢 ヲ有スル ノ ミナ ラス該築港 二附帯 シテ同村及四 日市市 二八大規模 ナル
事業 力企画セ ラレツッアル」 とし,具 体的 に浅野の開発構想 が例示 され てい る。
そ して 「斯 ル環境ハ今や塩 浜村 ヲシテ将 二広汎 ナル工業地帯 ト化 セシメルヘキ
必然的運.命二在 リ,為 二道路,橋 梁ノ新.設,改造.ハ素 ヨリ特 二衛 生設備 トシテ
必須ナ ル..ヒ水 道 ノ引用 ヲ急務 トスル等其変遷 二順応 スヘキ多岐多端 ナル施設 ノ
交渉ニハ同村 力殆 ト応接 二逞 アラサ ルヘキ,緊 急1青勢二到達 セ ン トスルモ 同村
二於ケ ル独立 ノ財政 ヲ以 テシテハ其 ノー端 ダモ之 ヲ消化 スル コ ト難 ク,随 テ真
実 二同村 ノ前途 ヲ顧 念セ ル多数ノ村民 ハ現状 ノ侭 二放置 スルコ トニ付,痛 切 二
危急 ヲ感 シッツア リテ一 日モ速二四 日市市 二併合 ヲ遂」 げるよう強調 している。
また,第 二 の事 由 として,塩 浜村の懸案事 項で あった小学校校舎の改築が村単
独で は財 政 ヒ困難であ ることが記されてい る纈。文面か らは,開 発圧 力を背景
にした強引 ともい える態度 とともに,上 水 道や学校改築 などの公共施設建設に
よる懐柔へ の志向が読み取れ る。
これ に対 し,塩 浜村の合併 反対 派は,合 併反対 の請願署名 を集め,そ の数 は
村 内総戸数716戸中414戸に及んだ。だが,11月16日に行われた塩浜村 村会 にお
い ては,合 併答 申案 は7対5と い う僅差で可 決をみる劉。 このよ うな異常事態
のなか で,三 重県内務部長 は,12月12日付で,「三重郡 海蔵 村並 同郡塩浜村 ヲ
廃 シテ其 ノ地域 ヲ貴市二編入処分 ノ件 別途示達相成候処,塩 浜村ニ アリテハ本
件処分 二関 シ従来反対 ヲ唱 フル者有之,村 会二於 テモ満場一致 ヲ以テ本件答 申
ノ可決 ヲ見 ルニ至 ラサ リシ事 情 ノ次第モ有 之,貴 職 二於 テモ将来最善 ノ策 ヲ講
シテ市政運為 二支障 ヲ来 スガ事無 之様 充分御留意相成候事 トハ存候得 共,境 界
変 更実施後 二於 テ八田塩浜村地域 二属スル住民 ノ課税負担,土 木並教 育事業 ノ
施設改善 二就 キ深甚 ノ考慮 ヲ払 ヒ,筍 クモ市政 運用.L紛議 ヲ醸 スカ如キ事無之
様適 当二御配意相成度依命此段 及通牒候也」 とす る異例 の内訓 を四 日市市長 に
28)四口市市 『携帯用塩浜村海蔵村併合追 完書類」(r市史AJ590-591ページ)。
29)「四H市 市 ト塩 浜村 トノ合併反対 陳情 占1:塩浜村伊藤宗助外413名)」(四日市市 『昭和四年度
塩浜村海浜村併合関係者J,r市fan592-593ページ所収)。
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発 し,塩 浜村 に対す る特段 の配慮 を要請 したのであ る二快}:F。これに.より,翌 年1
月,四 日市市 と塩浜村 ・海蔵村 との合併 は予定 通 り実施 された。
四 日市市 と塩浜村 との合併 は何 とか実現 した ものの,土 地問題が拗れたため,
浅野 グループによる開発構想は頓挫を余儀 な くされ る。塩浜旭地区 におけ る土
地 問題 の解決は,石 原産業や海軍燃料廠 の誘致が連続す る1930年代末 まで持 ち
越 され ることになる。 しか し,こ うしたなかで,1920年代 を通 じ,四 口市市経
済界の内部 において,大 きな構造 変化が おき,従 来の リー ダーであ った名望家
資本 の発言力が低下 し,地 域開発 を意 図的に牽引す る新たな経営者層 が確窪 に
イニ シアチ ブを発揮 してい ったのであ る。 その詳細 は別欄1}に譲 るとして,こ
こで注 目 したいのは,1927年に四 日市倉庫 の取締役支配人 に就任 した榎並赴夫
による積極 的な丁場 誘致運動であ る。四 日市市 における..1:場誘致 は,彼 の存在









ある。熊沢は,四 日市.市近郊の河原田村の名家の生まれで,若 くして 「大川 ・
田中財閥」の総帥大川平三郎の後援のもとに,静 岡において四日市 製紙の再建
に辣腕を奮い,静 岡電鉄や静岡水力発電を創設 した人物である。熊沢は,四 日
30)=:重県内務部長 「市境 界変 更ノ件」 〔四 日市市 『塩 浜村併 合書類」,1市史Af593-594ペー ジ所
収〕。
31)前掲,拙 稿 「四 日市における資本蓄積 と都市形成」,参照。
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市の名望家 のひ とつであ る伊藤小左衛門家の機関銀行 と化 してい たた め破綻 し
た四 日市銀行 の頭取 に就任す る(1925年)とともに,1926年には伊勢電気鉄道
社 長 に就任 し,そ の後 三重 鉄道,四 日市鉄道,養.老鉄 道を合併 し,「三重 の鉄
道王」 として急速 に台頭 した人物 である鋤。
熊沢 は,四 日市倉庫 の大株主か ら3倍 の価格で持株 を引 き受け,1927年に取
締役社長 とな り,前 年 に野村銀行か ら移籍 させたばか りの榎並起夫 を取締役支
配人に据え,経 営 の一大刷新 を図 ったのであ る。熊 沢 と榎並 は,名 古屋港の隆
盛 によって伊勢 湾の中継 ぎ港 に過 ぎな くなった四 日市港 で倉庫 会社 を活動 させ
てい くの は非常 に困難 な.ことであ り,工 場誘致 によ って倉庫 需要 を生 み出 し
「顧客の創造」 を図 ることが必要であ ると考 えたのであ る翻。 しか も,四 日市
倉庫は,築 港...一号埋 立地 に,県 か ら払い下げ られた土地 を保有 してお り,工 場
誘致は直:接,間接 の利益があ った といえ る。また,榎 並は,倉 庫 事業だけに と
どまらず,陸 運,海 運 を一体 化 した経営 にす る ことをね らい,四 日市港 倉庫業
の競争相手であ った内外倉庫運輸 を.合併 し,総 合物 流経営 を実現す る(1927年,
同時 に社名 を四 日市 倉庫 運輸株式 会社 に変更)。
榎並 によ る最 初の工場 誘致 は,1929年1月に実現す る。 コ ンベヤーベ ル トを
製造す る蒲 田調帯で あった。同社は,熊 沢が 関係 していた 「大川 ・田中財閥」
の樺太工業 の取引先であ った羽田調帯 と四 日市倉庫運輸 との合弁会社である。
四 日市倉庫運輸 は,第 …号埋立 地にある自社有地 を現物出資する方式で,工 場
誘致 に成功 したのであ る。第一 号地 には,こ れ に続 き奥田製油な どの工場が四
日市倉庫運輸 の手 に よって誘致 され る。
さらに榎並は,ユ928年に造成 された ものの,折 か らの不 況のなかで ほとん ど
土地払一ドげが進行 していなか った第二号埋立地に,2万3.丁坪 の土地 を買い入
れ る。坪44円単価で,ほ ぼ1GO万「」1に達す る資金 を調達す るために,1930年に
32)熊沢については,武 知京三r前 掲盲」 および桐 井宗雄 丁三重県の産業 と彦薬入」 多占屋新 聞社
地方 部,1930年.,48-55ペー ジ参照。












誘致競争に競 り勝つために四 日市市の官民挙げての く地域開発同盟〉がっ くら
れたのである。則.政危機にあったにもかかわらず,.四日市市は,基本財産を売
却 して捻出 した資金をもって,用地買収費の半額近 くを補償 したほか.鉄 道引






磐),同年東洋モスリン三重工場(四 日市市 日永)と いうように連続的に進み,










34}前 掲 「物 流 は果 て し な く1154-165ペー ジ,榎 並 剋 夫 『前 掲 書 」37ペ ー ジ以 下,お よ び 前 掲
「四 日市 港 の あ ゆ み』147-154ページ,「 市史B』779-781ペー ジに よ る.
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え昭和 恐慌 に よって税収が減少 して財政危 機 に陥 っていた四 口市 市.当局351との
〈地域 開発 同盟〉へ と.発展 し,東 洋毛糸紡績の誘致成功 に結実す る。工場 誘致
は,一 般 にいわれ る自治体財政危機や都市間競 争だけで はな く,外 部資本の誘
致:を要求す る地域 内の経済主体の存在 もあ っては じめて具体化 した といえ る。
この四 日市市 における 〈地域開発同盟〉 は,四34年 に,岐 阜県知事 な どを歴
任 した内務官僚出身の吉田勝 太郎 を第8代 市長 に迎 えることによって,新 たな
段 階に入 る。吉 田は,1935年ユ月,市 議 会に.E場誘致委員会 を設置す るととも
に,翌36年には四 日.市築港事業の完成を記.念ずる と同時 に,企 業誘致の アピー
ルを行 うために第二号埋立地の千歳町を舞台に 「国産振 興四日市大博覧会」を
開催 す る3%さ らに,同 年 に は,四 日市 商工 会議 所 会頭 とともに四 日.市市 の
「重要臨海工業地帯 選定方」 を内務大臣に陳情,1937年早 々には吉 田市長 と榎
並が 中心 にな って,日 立 製作所,八 幡製鉄,川 崎造船.所,石原産業 など有力企
業10社を歴訪 して積極的 な工場誘致運動 を行 った3η。同年,市 会 において四 日
市第三期修築 工事 と工場誘 致について質問 され た吉 田市 長は,「要 スルニ工 場
ノ誘致 ト云 フモ ノが第三期工事 ノ原因 トモナ リ又結果 トモナ ルノデ アリマズ,
三期工事 ハ矢張 リτ場 カラ ト言 ッテモ宜イ,随 テ工場 ノ誘致 が四 日市港 ノ第三
期工事 デア リ,工 場誘致 が三期工事 ノー番太 キナ役割 ヲ有 ッテ居ル ト云 フコ ト
ニナル,所 謂四 日市 ノ.発展ハ工場 誘致 ニアル ト云 フ斯 フ結論 ヲシテ宜 イ ト思 ヒ
マ ス」 と答弁 し,工 場誘致への並 々な ら癒熱意 を語 ってい る38,。
この結果,前 述 の日本板硝子の誘致に続 き,1937年に石原産業 の塩 浜地 区へ
の進出が 決 まる。工場 予定敷地 は35万坪 に及び,そ の なかには第.三号埋 立地
35)1929年に,戸 野市長が三重県知事 に願 い出た 「市基本財産充用許可 申請」 には,当 時の財政危
機 の状況 について 「市勢 ノ膨張発展 二伴 ヒ年次 市費 ノ増加 ヲ来 シ市財政ノ極 メテ困難 ノ状態二:有
之,従 テ増税二佐 リテ経 費 ヲ支弁 セム トスルモ,巳 二特別税戸数割 ヲ除ク以外 ハ制 限外賦課 ヲナ
シヨ リ以上 二増税 ヲ決行セ ン トスルモ,財 界不振 ノ折柄到底負担二堪 エサル現 況二有之候」 と述
べてい る(四 日rl∫市 『大正 士五年越 市行政関係許可 申請書」,『市史A1644ペー ジ所収〕。
3G)市 庭B上983ペー ジ以下,参 照.
3の 以 ドの記述 は,前 掲 『四 口南港 のあゆ み」160ペー ジおよび,榎 並赴夫 「前場書」65-69ページ,
前掲 『物流 は果て しな く」 第5章 による。
















やっていただ くという条件をつけてスター ト」 したという。同社の設立にあ
たって,九 鬼 ・諸戸両家は旭地区の26万6千坪余 りを現物出資するとともに,
四日前.の有力者が出資 したほか,石 原産業海運も株主となった。社長には伊藤































立事業 と臨海工業地帯造成事業に着手し,四 日市市新築 ・寅高入地先埋立地へ
の大協石油の誘致(1940年),午起地先埋立地への浦賀船渠の進出(1942年)
を決定 してい く。さらに,三 重県でも大協石油が立地 した大協町から北部,
「すなわち午起,霞 ケ浦,富 田,富洲原,朝 明にいたる地域を将来の工業地帯
40)四 日市 商 ∫1:会議所 『四 日市 商工 会議 所 五 十 年 史 』1943年,576-577ページ。
41)「 伊 勢 新 聞」1田8年6月23日 付 〔「市 史B .1773ペー ジ,所 収).
42)「 伊 勢 新 聞」1938年12月25日付.〔:「1}∫史B」605ペ ー ジ,所 収)。
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として開発 」す るとい う計画で,そ の海岸線80万坪 の公有水面埋 立計画 を樹立
し,政 府の土木 会議 において承認 を得 るに至 る(1940年)"3)。戦後四 日市 にお
け る第二コ ンビナー ト,第 三 コンビナー ト建設へ の見取 り図は,以 上 のよ うな
形で戦時期 において輪郭 を現 して くるので ある。 しか も,こ の時期 には,誘 致:
工場 による.公害問題 も発生 していたので ある。 この点を最 後に見 てお くこ とに
しよ う。
むすびにかえて 初期公害とその 「解決」形態
四 日市 の初期公害問題は,市 が最初 に誘致 した東洋毛糸紡績 をは じめ とす る
羊毛工場か らの..1:場廃水 による漁業被 害で あった。
工場 廃水 による漁業被害問題は,す で に1932(昭和7)年 の市議会で も取 り
上げ られ,「工業用 ノ薬 品ニ ヨ リマ シテ排水 スル場合 川下二至 リ魚介類二弊害
ガアルカ ドウカ,研 究セ ラレタカ ドウカ」 とい う質問があ った。 これ に対す る
市 の技 師の答弁 は興味深い ものであ り,「魚介類 二付 キマシテ私 ノ聞キ及 ンデ
ヰル範 囲デハ弊害ハナイ ソウデス,… …(略)… …一 ヶ月位ノ・影響ハ アル ガ,
ヂキニ魚類モ馴 レテ来ル ト会社 ノモノが話 シテヰ タ」 と答 える程度の認識水 準
で あった4%
しか し,羊 毛工場が連続的 に操業を開始す るにつれ て,工 場廃水 による沿岸
漁業被害が社会問題 となってい く。すなわち 「四 日市市磯津漁業組合では四 日
市市,三 重郡楠,常 磐,日 永各村 に設置 され た羊毛.「場か らの廃液流出によ り,
昭和八 年は三百戸 の組合 員によ り十九万 円の漁獲高があ ったのが九年には十二
万円に激減 し,・・…・(略)… …,ま た同海岸 は魚類の産卵地区であ ったのが排
液 のた め貝 類 と共 に斃 死 して繁 殖せず,帆 立貝 の如 き も漁獲 絶無 の状 態 に
陥 っ」 たので ある。 このため同紙.合は,四 目市市 当局並に工場側に対 し補償 を
?
43)以上 の記述は,前 掲1四 日市 港のあゆみ』166ペー ジ以下,榎 並越夫1前 掲書」87-88ページ,
および前掲 『物流 は果て しな く」 第5章 による。
44)四日市市 『昭和七年度市会議 事速記録」 〔「.市史BJ836ペー ジ,所 収)。
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要求 したが,「工場側 は市 当局 に一任 してみる とて相手 にな らず市 当局亦善処
を約 しなが ら誠意 を示 さ鳳」 とい うので,県 水 産試験場 に実地調査 を依頼す る
に至 る4%
調査結果 は,「某工場の排泄汚水が稿有害 と認め られ る.」とい うもので あ り,
同工場 に対 して 「断乎 として排泄汚水 の浄化設備を命ず る」 とともに,各 工場
に対 して も順次完.全な浄.化設備を尊人するよ う指導す ることとな った。 これは,
何 よ りも 「工場誘致 による 「工 業三重』 躍進方策 の障害 とな ってい る」「漁業
組合 との紛争 の原 因を根本 的 に解消せ しめ,工 場誘 致..ヒの懸念 を一掃す るた
め」の もので あ った4%
だが,四 日市市 の東洋毛糸紡績工場廃水問題は,塩 浜旭区総代 および関係漁
業組合 による四 日市市長 に対す る損害賠償請求訴訟 に発展 してい く。 この問題
は,塩 浜旭区の埋 、ン:問題 と絡み なが ら進行 した ことは想像に難 くないが,今 の
ところ詳細 は不 明で ある。 ただ,四 日市市会の史料 によれば,1937年12月市会
において,37年度追加 予算 として,東 洋毛糸排水問題を解決す るため に,4750
円 を提 案 した ことが確認で きる。その内容は,東 洋毛糸からの寄付1250Hと
市の追加支 出ユ250円を財源 に して合計2500円を 「農業ノ奨励費 トシテ地元二交
附」す ることと,磯 津漁業組合 と四 日市漁業組合に勧業 費補助金 としてそれぞ
れ1000円と1250円を追加支出 しようとした ものである。後者 の理 由と して,吉
田市長 ぽ,「漁業関係 モ久 シキ問題 デ ア リマ シテ・…・・(略)… …此 ノ件 ハ当市
ノ工場 誘致二関ス ル所 が甚 ダ大ナ ルモ ノデ ア リマス,将 来ノ漁業権 ノ問題二就
キマ シテ面倒 ナ事 が起 ラナ イヤ ウニ致 シタイ ト」考 えたか らだ と説 明 してい
る4ア}。
以上 の ような,東 洋毛糸 の寄付金支出による四 日前.市の農業 ・漁業被害賠償






方 は市会で議 決 された金額が少額 にす ぎる として,訴 訟を起 こすに至 る婦:卜。
結局,問 題の 「解決」.は,石原産業 の進出 に ともな う浅野セメ ン ト会社関連
地 の埋立 による漁業補償 と抱 き合わせで,1940年に ようや く実現をみる。石原
産業関連の漁業補 償 として,磯 津漁業組合,四 日市漁業組合,富 田漁業組合 に
対す る補償額 を上 積みす るこ とと同時 に,東 洋毛糸紡 績関連 の四日市漁業組.合
との紛 争につ いては,市 が年額800円の補助金 を同組合 に支払 うとい うことで
決着がついたので ある。 しか も,重 要な ことは,石 原産業 関連 の補償 について,
「今後漁業被 害 については一切報償 を求めぬ」だ けに とどま らず,こ の 「条項
は単 に石原 のみでな くその他 の工場 に も適用 され るとの契約」である としたこ
とで あ る判。現 に起 きてい る水 質汚染 問題 を金銭 的な補償金 によって 「解決」
す るだ けで な く,将 来生起す るか もしれ ない漁業被害 に対 して も,組 合 に対 し
時 限付 き補助金 を交付 す ることによ り,紛 争 を回避す ることを と り決めたので
、あ'る。 これ は,水 質汚染 問題 それ 自体 を真 に解決す る もので はな く,そ れ に
よって生 じた社会 的対立関係 を調整す る 「解決」形態 に しか過 ぎなか った。 し
か も,そ の際に最優先 された 目的は,あ くまで も工場 誘致 を円滑 にす るため に
障害 を取 り除 くところにあ った。 誘致企 業の公害 問題 につ いて,こ の よ うな
「解決」 形態 が とられ たことは,戦 後の四 目市公 害を未然 に防止で きなか った
社会的理 巾のひ とつで あった と考え られ る。その意味で,戦 前期 にお ける臨海
.E業地帯 の形成 とともに.,初期公害の発生 とその 「解決」形態 は,戦 後の四 日
市公 害に対 して無視で き鼠内的規定性を有 していたといえる。
48)「 伊 勢 新 聞 」1938年き月30日付 〔「有 史B』673ペ ー ジ,所 収).
49}「 伊 勢 新 聞 』1940.年6月29日付 〔「市 史Cl750ペー ジ,所 収1。
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